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■ 背景

調査の概要（背景）

教育データ活用を目指したデータ連携の仕様として、スマートスクール・プラットフォーム技術仕様を策定（令和2年４月公開）

「スマートスクール・プラットフォーム実証事業」（H29-R1)の結果、スマートスクール・
プラットフォーム（以下、スマスクという）の技術仕様が策定され、昨年４月に公開された。
この技術仕様に準拠したシステムの導入が学校現場に進むことにより、校務支援と授業・学
習系システム間のデータを安全かつ効果的に連携することが可能となり、児童生徒の生活や学
びの状況などを可視化し、児童生徒一人ひとりに応じた指導の実現や学級・学校経営の改善な
ど、教育の質の向上が期待される。
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総務省の教育分野のICT利活用の推進施策は、「フューチャースクール推進事業」「先導的教育
システム実証事業」を経て、「スマートスクール・プラットフォーム実証事業」により、クラウ
ド活用を前提として教職員が利用する「校務系システム」と児童生徒も利用する「授業・学習系
システム」間の安全かつ効果的・効率的なデータ連携方法等を推進。
本調査報告においては、スマスク実証事業の成果である技術仕様について、周知広報、仕様改

善等の観点から必要な調査を実施。

■ 経緯と調査内容

調査の概要（経緯と調査内容）
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技術仕様の周知広報
■ スマートスクール・プラットフォーム技術仕様説明会（システム開発事業者向け）実施

協力団体 一般財団法人 全国地域情報化推進協会
（APPLIC）

一般社団法人 日本教育情報化振興会
（JAPET＆CEC）

開 催 日 令和２年10月9日（金） 令和２年10月16日（金）

参加団体

APPLIC教育・校務ワーキンググループメン
バー：統合型校務支援システム開発ベンダーを
中心に約２０社

NEC、富士通、東京書籍、内田洋行、光村図書、学
研、スズキ教育、NTT東日本、スカイ、パナソニッ
クシステムソリューションズジャパンなど、
会役員（理事・参与）企業

概 要

■冒頭挨拶
総務省（情報流通行政局情報活用支援室）

■技術仕様説明
スマスク技術仕様を説明（NTT-LS）

■質疑応答

■冒頭挨拶
総務省（情報流通行政局情報活用支援室）

■技術仕様説明
スマスク技術仕様を説明（NTT-LS）

■事例紹介
スマスク実証事業における取組（大阪市）の紹介

■質疑応答

スマスク技術仕様の周知・普及を図るため、教育ICT団体（APPLIC・JAPET＆CEC）の協力を得
て、システム開発事業者向けスマスク技術仕様の説明や意見交換を実施。

3



（参考）スマスク技術仕様 説明会（資料構成等）
技術仕様の周知広報のための調査

※１

※２ ※３ ※４

・全体イメージ ※１
・ユースケース
学習指導の充実 ～学習面における指導の充実・授業改善～ ※２
生徒指導の充実 ～生活面における指導の充実～
保護者への情報提供 ～保護者への説得力のある説明～
学校経営の充実 ～客観的な指導に基づく教育施策の実施～

・スマートスクール・プラットフォームの特徴
・データ区分（校務系データ/授業・学習系データ）とデータ種類の説明
・スマートスクール・プラットフォームでできること、気を付けること ※３
・導入手順イメージ
・データ連携パターン例 ※４

■「スマートスクール・プラットフォーム技術仕様説明会」資料構成
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5

現行技術仕様に対する改善の検討（将来的な仕様改善の検討プロセス）

・本調査研究の時点において、以下、仕様改善の検討プロセスを整理。

【仕様改善のプロセス】
今後の技術仕様の改善は、以下のプロセスで検討・改善を図っていくことが想定される。

①仮説設定
新たなユースケースを設定。

②仕様策定
①のユースケースを実現するため、協調領域部分について技術仕様を策定。

③仕様検証
②で策定した技術仕様をシステムに実装し、①のユースケースを実現できるかを検証。また、システム利用を

通して、利用者による意見を蓄積。

④仕様改善
③の検証において、技術仕様の不備・不都合な部分を改修・改善。また、利用者の意見をフィードバックし、

実情に即したものとなるように技術仕様を改善。

現行技術仕様に対する仕様改善の検討のあり方



時期 フェーズ プロセス

構築

システム開発に伴う仕様調整 仕様調整および設計

システム開発

データ可視化の機能追加

サーバ側のAPIによるデータ提供機能の実装

クライアント側のAPIによるデータ取得機能の実装

データベースのデータ項目等の改修

システム間連携による認証やセキュリティ周りの改修

• 地域実証の3年間の実証費用は各地域5000万円（税込）弱であったこと、自社サービス開発のために投資や各社持ち出しでの費
用があったことを考慮すると、導入費用は5000万～１億円規模であったと想定される。

• スマートスクール・プラットフォームを導入する際の検討の一助になるような項目を抽出し、必要な費用の計上項目となる要素
を整理。

システム導入費用として算出すべきプロセスは、教育委員会のシステム調達によって発生するシステム開発事業者主体のプロセス部分
が該当し、注文者がシステム開発事業者に見積を取る際の参考となる要素となりえる。

（参考）スマートスクール・プラットフォームの導入コスト検討

スマートスクール・プラットフォーム導入コスト検討における現状
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